
丸亀市の給与・定員管理等について  

 

１ 総括  

 (1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

(21年度末) 

歳 出 額 

Ａ 
実質収支

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

20年度の人件費率

21年度 
              人 

１１１，６７４ 

      千円

43,118,699

    千円

973,660

     千円

8,224,028

     ％ 

１９．１ 

              ％

２５．７

 

 ( 2 ) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

給     与     費 

  区 

分 

職員数 

Ａ  

 給  料 職員手当  期 末 ･ 勤 勉 手 当       計   Ｂ
一人当たり

給与費 

Ｂ／Ａ 

＜参考＞ 

類似団体一

人当たり給

与額 

21年度 
人 

835  

千円 

3,531,637 

千円

461,496

千円

1,315,021

千円

5,308,154

千円 

6,357 

千円

6,255

   （注） 職員手当には退職手当を含まない。 

 

(3) ラスパイレス指数の状況（22 年 4 月 1 日現在） 
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（注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の 

       給与水準を示す指数である。 

  9- ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を 

    単純平均したものである。 

２ 給料表の状況（22 年 4 月 1 日現在）                 

単位（円） 

 １ 級  ２ 級  ３ 級  ４ 級  ５ 級  ６ 級  ７ 級  ８ 級  

1 号 給 の  

給 料 月 額  

135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200 413,700

最 高 号 給 の

給 料 月 額  

243,700 309,400 356,600 406,100 425,900 448,500 492,100 506,100



３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（22 年 4 月 1 日現在） 

 ①一般行政職                                                                           

  

区 分 
平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額

平均給与月額 

（国ベース） 

丸亀市 44.7 歳 357,852 円  426,726  円 384,686 円 

香川県 44.5 歳 342,943 円 398,765 円 363,410 円 

国 41.9 歳 325,579 円 － 395,666 円 

類似団体 43.7 歳 337,234 円 400,852 円 370,392  円 

 ②技能労務職                                                                           

区 分 平 均 年 齢      職員数 平均給料月額 
平均給与月額 

（Ａ） 

平均給与月額

（国ベース）

 丸亀市 45.3 歳 127 人  350,700 円 392,561 円 363,591  円

 う ち 清 掃 職 員 45.5 歳 54 人  357,800 円 421,354 円 374,987  円

 うち給食 調 理員 47.5 歳 26 人  361,000 円 381,046 円 368,277  円

 う ち 校 務 技 師 41.0 歳 12 人  326,900 円 344,908 円 340,100  円

香川県 50.2 歳 168 人  345,688 円 378,801  円 360,914 円

国 49.3 歳 3,955 人  284,514 円 － 322,291  円

類似団体 48.2 歳 80 人  320,927 円  355,686  円 339,861  円

 

民  間 参考 
区 分 

対応する民間の類似職種 平均年齢 平均給与月額（Ｂ） Ａ／Ｂ 

 丸亀市 － － － － 

 う ち 清 掃 職 員 廃棄物処理従業員 44.6 歳 294,000 円 1.43 

 うち給食 調 理員 調理師 45.9 歳 223,500 円 1.70 

 う ち 校 務 技 師 用務員 53.8 歳 213,600 円 1.61 

       

    

 

参  考  

年収ベース（試算値）の比較 区 分 

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） 平均給与月額Ｃ／Ｄ 

 丸亀市 － － － 

 う ち 清 掃 職 員 6,885,748 円 4,085,100 円 1.69 

 うち給食 調 理員 6,327,952 円 3,040,900 円 2.08 

 う ち 校 務 技 師 5,708,696 円 3,008,200 円 1.90 

 

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。

（平成 19～21 年の 3 ヵ年平均） 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり年齢、業務内容、雇用形態等の点におい

て一致しているものではない。 

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を



12 倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間において

は前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。 

※ 技能労務職にかかる平均給料月額は 100 円未満を端数処理（四捨五入）した値である。 

③教育職                                                                                

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額

丸亀市    41.8 歳  329,006 円   357,035 円

香川県 46.0 歳 386,494 円  425,421 円

類似団体    41.9 歳 320,293 円   346,510 円

 （注）１ 「平均給料月額」とは、22 年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。          

         ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤

務手当などの諸手当の額を合計したものである。このうち、これら全ての諸手当込みのもの

であり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。また、国家公務

員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、

比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。 

(2) 職員の初任給の状況（22 年 4 月 1 日現在）                                        

区    分 丸亀市 香川県 国 

大 学 卒   178,800  円 170,478  円    172,200  円 
一般行政職 

高 校 卒   144,500  円 138,699  円    140,100  円 

技能労務職 高 校 卒   144,500  円 143,501  円             － 

  

教 育 職 大 学 卒   178,800  円 190,872  円             － 

 香川県は、特例条例によるカット（減額措置）後の金額である。 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（22 年 4 月 1 日現在） 

区    分 
経験年数10年以上 

15年未満 

経験年数15年以上 

20年未満 

経験年数20年以上 

25年未満 

大 学 卒        290,800 円        340,300 円          380,700  円
一般行政職 

高 校 卒         229,300  円         290,100  円          320,700  円

技能労務職 高 校 卒         263,500  円         294,600  円          318,600  円

  100 円未満を端数処理（四捨五入）した値である。 



４ 級別職員数等の状況  

 ( 1 )  一般行政職の級別職員数の状況（22 年 4 月 1 日現在） 

区分 標準的な職務の内容 職員数 構成比

１級 主事若しくは技師の職務又はこれに相当する職務 82人 8.5％

２級 副主任の職務又はこれに相当する職務 63人 6.5％

３級 主任の職務又はこれに相当する職務 259人 26.9％

４級 主査の職務又はこれに相当する職務 171人 17.8％

５級 

1 副課長の職務又はこれに相当する職務 

2 担当長の職務又はこれに相当する職務 

3 副主幹の職務又はこれに相当する職務 

286人 29.7％

６級 
1 課長の職務又はこれに相当する職務 

2 副課長の職務又はこれに相当する職務 
80人 8.3％

７級 
1 部長の職務又はこれに相当する職務 

2 課長の職務又はこれに相当する職務 
21人 2.2％

８級 部長の職務又はこれに相当する職務 1人 0.1％

 （注）１ 丸亀市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
        ２ 標準職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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注  平 成 20 年 に 10 級 制 か ら 8 級 制 に 変 更 し て い る 。（ 旧 給 料 の 1 級 及 び 2 級 並 び に 4 級

及 び 5 級 を そ れ ぞ れ 統 合 ）  



       

( 2 )  昇給への勤務成績の反映状況 

 

人事考課を毎年 2 回（6 月 1 日及び 11 月 1 日基準日）実施しており、考課結果を昇給に反映してい

る。 

 
 
 
 
 

５ 職員の手当の状況  

 (1) 期末手当・勤勉手当 

丸 亀 市 香 川 県 国 

１人当たり平均支給額 

（21年度）  1,618 千円 

１人当たり平均支給額 

（21年度）  1,723 千円 
－ 

（21年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2 . 7 5  月分     1 . 4  月分 

 （ 1.5 )月分    ( 0.7 )月分 

（21年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2 . 7 5  月分    1 . 4 0  月分 

  ( 1.5 )月分   ( 0.7 )月分 

（21年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2 . 7 5  月分     1 . 4  月分 

 （ 1.5 )月分    ( 0.7 )月分 

  

 

 

  

 

 

  （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職加算 5～20％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置  

・役職加算 5～20％ 

・管理監督加算 10～25％  

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職加算 5～20％ 

・管理監督加算 10～25％  

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況 

 

人事考課を毎年 2 回（6 月 1 日及び 11 月 1 日基準日）実施しており、考課結果を勤勉手当の成績率

に反映している。 

 
 
 
 
 

(2) 退職手当（22 年 4 月 1 日現在） 

丸    亀    市 国 
（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年           23.5月分  30.55月分 

勤 続 2 5 年           33.5月分   41.34月分 

勤 続 3 5 年           47.5月分   59.28月分 

最 高 限 度 額    59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（2～20％） 

 

1人当たり平均支給額 2 5 , 0 4 5千円（21年度）

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年          23.5 月分  30.55月分 

勤 続 2 5 年          33.5 月分   41.34月分 

勤 続 3 5 年          47.5 月分   59.28月分 

最 高 限 度 額    59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（2～20％） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）１ 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に 

支給された平均額である。 

 

 (3) 地域手当（22 年 4 月 1 日現在） 

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）  －  

支 給 職 員 一 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ） －  

支 給 対 象 地 域  支 給 率  支 給 対 象 職 員 数  国 の 制 度 （ 支 給 率 ）  

高 松 市  2％  2 人  3％  

（ 注 ） 支 給 対 象 職 員 が 少 数 （ 2 人 ） で あ る た め 、 個 人 情 報 保 護 の 観 点 か ら 支 給

実 績 及 び 一 人 当 た り 平 均 支 給 額 に つ い て は 公 表 し な い 。  



 (4) 特殊勤務手当（22 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（21年度決算）       51,191千円

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）                              115千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度） 48.7％

手当の種類（手当数） 13 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

１福祉業務手当 

(1)生 活 保 護 業 務 の 現 業 及

び指導監査を行う職にあ

る者 

(2)保育所に勤務する保育

士 

社会福祉業務等の現業

に直接従事したとき 

（1）日額 400 円 

   半日 200 円 

 

（2）日額 200 円 

   半日 100 円 

２ 行 旅 病 死 人 等 処

理手当 

(1)行旅病人の処遇業務 

(2)行旅死人等の処理業務 

行旅病死人等の処理業

務に従事したとき 

(1)１件につき 2,000 円 

(2)１件につき 10,000 円

３ 老 人 ホ ー ム 業 務

手当 

老人ホームに勤務する者 

(1)看護師又は寮母（父） 

(2)調理員 

（1）日額 200 円 

   半日 100 円 

（2）日額 150 円 

   半日 80 円 

４保健業務手当 
(1)保健師が訪問指導の業務に従事したとき 

(2)看護師が訪問診療の業務に従事したとき 

(1)日額 200 円 

(2)半日 100 円 

５感染症防疫手当 
感染症患者の収容又は消毒の業務に従事したとき １件につき 1,000 円 

１日につき 2,000 円 

６葬祭業務手当 

葬祭業務に直接従事したとき 

(1)死体の外部からの引取り又は搬送の作業等に従

事したとき 

(2)その他の葬祭業務に従事したとき 

 

(1)１件につき 1,200 円 

 

(2)１件につき 600 円 

７清掃作業手当 

１ごみ又はし尿の処理作業に直接従事したとき 

(1)路上におけるごみの収集又はごみの処理の業務

に従事したとき 

(2)くみ取り又は浄化槽の清掃の業務に従事したと

き 

２前項に定める作業に従事した場合において、次に

定める者には、前項の金額に替えて次の手当を支

給する。 

（1） 監督員 

（2） 清掃指導員又は班長 

（3） 副班長 

（4） 浄化槽管理業務に従事する者のうち必要な資

格を有する者 

３犬、猫等のへい死体処理作業に直接従事したとき

１ 

（1） 日額 1,250 円 

半日 630 円 

（2） 日額 1,250 円 

半日 630 円 

２ 

（1） 日額 1,430 円 

半日 720 円 

（2） 日額 1,370 円 

半日 690 円 

（3） 日額 1,310 円 

半日 660 円 

（4） 日額 1,380 円 

半日 690 円 

３ １件につき 500 円 

８汚物処理手当 

１汚水のある下水道施設の内部で作業に従事したと

き 

(1)午前及び午後に各 1 回以上従事したとき 

(2)午前又は午後に１回以上従事したとき 

 

 

(1)１日につき 1,000 円 

(2)１日につき 500 円 

競艇事業部に勤務する者が競艇開催時に業務に従事

したとき 

 

１ 1 月 4 日から 12 月 28 日までの間において業務に

従事したとき。 

日額 1,500 円 

半日  750 円 

２ 12 月 29 日から 12 月 31 日までの間において業務

に従事したとき。 

日額 4,000 円 

半日 2,000 円 

９ 競 艇 事 業 開 催 手

当 

 

３ 1 月 1 日から 1 月 3 日までの間において業務に従

事したとき。 

日額 6,000 円 

半日 3,000 円 



10 消防業務手当 

１ 水火災等の出動に従事したとき。 

２ 救急出動の業務に従事したとき。 

(1) 救急救命士 

(2) 上記以外 

３ 非番の者が招集されたとき。 

４ 夜間に特殊業務に従事したとき。 

(1) 2 時間以上 

(2) 2 時間未満 

１ 1 回につき 100 円 

２  

(1)1 回につき 130 円 

 (2)1 回につき 100 円 

３ 1 回につき 200 円 

４  

(1)1 回につき 150 円 

 (2)1 回につき 100 円 

11 現場作業手当 高所作業又は交通頻繁な車道上作業に従事したとき
日額 300 円 

半日 150 円 

12 徴収業務手当 

外勤し、かつ、税の賦課徴収業務又は下水道受益者

負担金、市営住宅使用料等の徴収業務に従事したと

き 

日額 400 円 

半日 200 円 

13 航路手当 航路を利用し通勤する者 1 日につき 400 円 

 

 (5) 時間外勤務手当等 

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）  251,516千円 

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 352千円 

（注） 時間外・夜間・休日勤務手当を合計した金額である。 

 
 (6) その他の手当（22 年 4 月 1 日現在）

手当名 内容及び支給単価 

国の

制度

との

異同

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

（21年度決算）

支給職員１人

当たり 

平均支給年額

（21年度決算）

扶 養  

手 当  

・配偶者 13,000円  

・配偶者以外の扶養親族 各6,500円 

・配偶者がない場合１人目 11,000円  

・満15歳の年度初めから満22歳の年度末までの子 各5,000円

同 － 100,634千円 217千円

住 居  

手 当  

・借家 （月額12,000円を超える家賃を支払う職員） 

 家賃月額 23,000 円以下⇒家賃月額－12,000 円 

 家賃月額 23,000 円超⇒（家賃月額－23,000 円）×1/2＋ 

           11,000 円  （最高限度額 27,000 円）

同 － 39,931千円 126千円

通 勤  

手 当  

・交通機関利用 運賃相当額（最高限度額55,000円） 

・自動車等を使用 

片道 2～5km未満  2,700円  5～10kｍ未満  5,500円  

10～15 〃  8,300円  15～20 〃    11,100円  

20～25 〃  13,900円  25～30 〃    16,700円  

30～35 〃  19,500円  35～40 〃    22,300円  

40～45 〃  25,100円  45～50 〃    27,900円  

50km以上   30,700円  

異

自動車 

各 距 離 に 応

じ 

＋700円～ 

 ＋8,000円 

 

59,279千円 77千円

管理職 

手当 

部長級 86,200円（8級）又は83,600円（7級） 

課長級 68,500（ 7級）円又は64,000円（6級） 

室長級 59,400（ 7級）又は55,500円（6級） 

副課長級 47,300円（6級）又は44,400円（5級）（定額制）

異 支給金額 104,285千円 700千円

宿日直 

手当 
勤務１回につき4,200円 同 － 1,273千円 184千円

 



６ 特別職の報酬等の状況（ 22 年 4 月 1 日現在）  

区     分 給 料 月 額 等                     

（参考）類似団体における最高／最低額 
給 

料 

  

市      長 

副  市  長 

 

971,000円 

765,000円 

     1,080,000円／630,000円 

        840,000円／595,000円 

報 

酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

586,000円 

512,000円 

457,000円 

        623,000円／431,000円 

        538,000円／369,000円 

490,000円／339,000円 

市      長 

副  市  長 

 （21年度支給割合） 

                  3.1 月分 期 

末 

手 

当 

議     長 

副  議  長 

議     員 

 （21年度支給割合） 

                  3.1 月分 

         

 退 

 職 

 手 

 当 

 

市      長 

副  市  長 

 （算定方式）                （支給時期） 

給料月額×５×在職年数           退職した日から１月以内   

給料月額×４×在職年数           退職した日から１月以内    

 

７ 職員数の状況  

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由             （各年４月１日現在）         

職  員  数         区 分 
部 門 

平成21年 平成22年 
対 前 年
増 減 数

主 な 増 減 理 由            

議  会 
総  務 
税  務 
民  生 
衛  生 
労  働 
農林水産 
商  工 
土  木 

8 
115 
38 

245 
100 

0 
28 
8 

51 

7
115
38

239
95
0

26
8

48

△1
0
0

△6
△5

0
△2

0
△3

 
一
般
行
政
部
門 

小  計 593 576 △17
＜参考＞ 
人口1,000人当たり職員数 5.16人 
（類似団体の人口1,000人当たり職員数5.31人）

教育部門 137 143 6  

消防部門 116 116 0  

普 
 

通 
 

会 
 

計 
 

部 
 

門 

小  計 846 835 △11
＜参考＞ 
人口1,000人当たり職員数 7.48人 
（類似団体の人口1,000人当たり職員数7.35人）

水  道 
下 水 道 
そ の 他 

43 
17 
72 

41
17
70

△2
0

△2

 

 
公
営
企
業
等

会
計
部
門 小  計 1 3 2  1 2 8 △4

 

合  計 9 7 8  9 6 3 △15
 
＜参考＞ 
人口1,000人当たり職員数 8.62人 

（注） 職員数は一般職に属する職員数である。 



 (2) 年齢別職員構成の状況（22 年 4 月 1 日現在） 

 単位（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 
0

4

8

12

16

20

構成比

5年前の構成比

 

 

 

 

 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳

～  

35歳

36歳
～  

39歳

40歳

～  

43歳

44歳

～  

47歳

48歳

～  

51歳

52歳 

～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳

 

以上

 

2 0  

歳  

未  

満  

2 0  

～  

23 

2 4  

～  

27 

2 8  

～  

31 

3 2  
～  

35 

3 6  

～  

39 

4 0  

～  

43 

4 4  

～  

47 

4 8  

～  

51 

5 2  

～  

55 

5 6  

～  

59 

6 0  

歳  

以  

上  

計 

 

職員数 
 

5 人 34人

 

45人 55人 109人 126人 111人 84人 112人

 

149人 

 

131人 2人 963人

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

 

(3) 職員数の推移 

 
H17 年 H18 年 H19 年 H20 年 H21 年 H22 年 

過去 5 年間の 

増減数（率） 

一般行政 741 711 664 618 593 576 △165（22.27％）

教育 192 176 168 158 137 143 △49（25.52％）

消防 121 125 119 121 116 116 △5（4.13％）

普通会計計 1,054 1,012 951 897 846 835 △219（20.78％）

公営企業等会計計 139 140 142 136 132 128 △11（7.91％）

総合計 1,193 1,152 1,093 1,033 978 963 △230（19.28％）

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数 



８ 公営企業職員の状況  

水 道 事 業  

(1) 職員給与費の状況                                                        

①  決 算  

区 分 総費用 Ａ 
純損益又は実

質収支 

職員給与費

 Ｂ 

総費用に占める職

員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

20年度の総費用に占

める職員給与比率 

21年度 
      千円 

2,129,121 

      千円

74,209

     千円

393,854

     ％ 

１８．５ 

              ％

２０．０

 

給     与     費 
  区 

分 

職員数 

Ａ  
 給  料 職員手当  期 末 ･ 勤 勉 手 当       計   Ｂ

一人当た

り給与費 

Ｂ／Ａ 

＜参考＞ 

市平均一人当

たり給与費 

21年度 
人 

43  

千円 

189,940 

千円

26,552

千円

73,216

千円

289,708

千円 

6,737 

千円

6,567

   （注） 職員手当には退職手当を含まない。 

②  特 記 事 項  

 

(2) 職 員 の 基 本 給 、 平 均 月 収 額 及 び 平 均 年 齢 の 状 況  

区 分 平 均 年 齢      基本給 平均月収額 

丸亀市 46.6 歳 368,410 円 561,417  円

 

 (3) 職 員 の 手 当 の 状 況  

①  期末手当・勤勉手当 

丸亀市（水道事業） 丸亀市（一般行政職） 

１人当たり平均支給額 

（21年度）  1,703千円 

１人当たり平均支給額 

（21年度）  1,618千円 
（21年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2 . 7 5  月分     1 . 4  月分 

 （ 1.5 )月分    ( 0.7 )月分 

（21年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2 . 7 5  月分     1 . 4  月分 

 （ 1.5 )月分    ( 0.7 )月分

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職加算 5～20％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置  

・役職加算 5～20％ 

 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 



② 退職手当（22 年 4 月 1 日現在） 

丸亀市（水道事業） 丸亀市（一般行政職） 
（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年           23.5月分  30.55月分 

勤 続 2 5 年           33.5月分   41.34月分 

勤 続 3 5 年           47.5月分   59.28月分 

最 高 限 度 額    59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（2～20％） 

 

1人当たり平均支給額 2 5 , 0 4 5千円（21年度）

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年          23.5 月分  30.55月分 

勤 続 2 5 年          33.5 月分   41.34月分 

勤 続 3 5 年          47.5 月分   59.28月分 

最 高 限 度 額    59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（2～20％） 

 
 

（注）１ 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に 

支給された平均額である。 

 

③ 地域手当 

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）  0 

支 給 職 員 一 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ）  0 

支 給 対 象 地 域  支 給 率  支 給 対 象 職 員 数  国 の 制 度 （ 支 給 率 ）  

高 松 市  2％  0 人  3％  

 

④ 特殊勤務手当 

支給実績（21年度決算）        1,324千円

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）                              67千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度） 46.1 ％

手当の種類（手当数） 5 

手当の名称 主な支給対象 左記職員に対する支給単価

1 企業手当 
能率向上のため、企業性の発揮を必要とする業務に

従事した職員（管理職員除く） 

月額 給料月額に 100 分

の２を乗じて得た額 

2 停水処分手当 給水の停止処分に従事したとき １件につき 200 円 

3 危険作業手当 高所作業又は交通頻繁な車道上作業に従事したとき 
日額 300 円 

半日 150 円 

 
次亜塩素酸ナトリウム又はオゾンの漏えい時に事故

処理作業に従事したとき 

30 分未満 250 円 

30 分以上 500 円 

 劇物又は有害ガス発生物質を使用した水質検査 
日額 300 円 

半日 150 円 

4 変則勤務手当 浄水場の交替勤務する職員が祝日に勤務したとき １回 800 円 

5 徴収手当 
外勤し、水道料金等の徴収業務及び検針困難箇所の

再検針業務に従事したとき 
１件につき 70 円 

（注） 企業手当については、平成 19 年度より支給を停止している。 

 

⑤  時間外勤務手当等 

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）  1 0 , 2 1 7千 円  

支 給 職 員 一 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ） 303千 円  

（注） 時間外・夜間勤務手当を合計した金額である。 



⑥ その他の手当（22 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
一般行政職の

制度との異同

一般行政職の制

度と異なる内容

支給実績 

（21年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（21年 度 決 算 ） 
扶 養  

手 当  
一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 5,160千円 198千円

住 居  

手 当  
一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 3,318千円 158千円

通 勤  

手 当  
一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 2,751千円 79千円

管理職 

手当 

一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 3,782千円 756千円

宿日直 

手当 

一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 0円 0円

 


